知的財産権に関する覚書（雛型）
　国立大学法人金沢大学（以下「甲」という。）と「相手方企業名等」（以下「乙」という。）とは，甲乙間で平成○年○月○日付けで締結された共同研究契約（以下「本共同研究契約」という。）の実施に伴って発生した知的財産権の取扱を明確にするため，ここに知的財産権に関する覚書（以下「本覚書」という。）を締結する。
 （定義）
第１条　本覚書において，「知的財産権」とは，次に掲げるものをいう。
　　(１)　特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許権，実用新案法（昭和３４年法律第１２３号）に規定する実用新案権，意匠法（昭和３４年法律第１２５号）に規定する意匠権，商標法（昭和３４年法律第１２７号）に規定する商標権，半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和６０年法律第４３号）に規定する回路配置利用権，種苗法（平成１０年法律第８３号）に規定する育成者権及び外国における上記各権利に相当する権利
　　(２)　特許法に規定する特許を受ける権利，実用新案法に規定する実用新案登録を受ける権利，意匠法に規定する意匠登録を受ける権利，商標法に規定する商標登録を受ける権利，半導体集積回路の回路配置に関する法律第３条第１項に規定する回路配置利用権の設定の登録を受ける権利，種苗法第３条に規定する品種登録を受ける地位及び外国における上記各権利に相当する権利
　　(３)　著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定するプログラムの著作物及びデータベースの著作物（以下「プログラム等」という。）の著作権並びに外国における上記各権利に相当する権利
　　(４)　秘匿することが可能な技術情報であって，かつ，財産的価値のあるもの（以下「ノウハウ」という。）
２　本契約において，「発明等」とは，特許権の対象となるものについては発明，実用新案権の対象となるものについては考案，意匠権，商標権，回路配置利用権及びプログラム等の著作物の対象となるものについては創作，育成者権の対象となるものについては育成並びにノウハウの対象となるものについては案出をいう。 

３　本契約において，知的財産権の「実施」とは，特許法第２条第３項に定める行為，実用新案法第２条第３項に定める行為，意匠法第２条第３項に定める行為，商標法第２条第３項に定める行為，半導体集積回路の回路配置に関する法律第２条第３項に定める行為，種苗法第２条第５項に定める行為，著作権法第２条第１項第１５号及び同項第１９号に定める行為並びにノウハウの使用をいう。
（知的財産権の帰属と出願等費用負担）

第２条　甲及び乙は，甲又は乙に属する研究担当者若しくは研究協力者（以下「研究担当者等」という。）が本共同研究に伴い発明等をなした場合には，速やかに相互に通報し，当該発明等に係る知的財産権の帰属等について確認する。

２　甲及び乙は，それぞれの規則等に基づき，甲又は乙に属する研究担当者等に原始的に帰属する発明等について，当該研究担当者等から当該発明等に係る知的財産権の承継を受ける。

３　甲又は乙は，所属する研究担当者等が，それぞれ単独でした発明等に係る知的財産権の承継を当該研究担当者等から受けた場合，それぞれの単独所有とし，単独で出願をする。

ただし，甲又は乙は，自己の研究担当者等が当該発明等を単独で行ったこと及び当該知的財産権を単独所有することについて，相手から出願前に書面による確認を得なければならない。

４ 甲及び乙は，甲に属する研究担当者等と乙に属する研究担当者等が，本共同研究の結果，共同して行った発明等に係る知的財産権の承継を当該研究担当者等から受けた場合，当該発明等に係る出願を行おうとするときは，当該発明等の知的財産権に係る甲及び乙の持分を協議して定めた上で，別途締結する共同出願契約に従って共同して出願を行う。

５ 甲及び乙は，単独出願を行う場合には，それを行う者が出願等費用（出願費用，特許料及び甲乙に所属しない外部弁理士費用等の当該知的財産権を取得し維持するための費用をいう。以下同じ。）を負担し，共同して出願する場合には，甲及び乙の持分に応じて出願等費用を負担する。

（外国出願）

第３条　前条の規定は，外国における発明等に関する知的財産権の設定登録出願，権利保全（以下「外国出願」という。）についても適用する。

２　甲及び乙は，外国出願を行うに当たっては，双方協議の上行う。

（甲単独の知的財産権の乙への譲渡・実施許諾）

第４条　乙又はあらかじめ乙の指定する者は，第２条第３項の規定による甲単独の知的財産権について，当該知的財産権を出願する際，甲に譲渡を求めることができる。当該譲渡がなされる場合には，甲及び乙又は甲及びあらかじめ乙の指定する者は別に定める譲渡契約により，これを行う。

２　甲は，前項に規定する譲渡契約の締結後においても，試験，研究又は教育のために当該知的財産権に係る発明等を無償で実施することができる。

３　乙又はあらかじめ乙の指定する者は，第２条第３項の規定による甲単独の知的財産権について，当該知的財産権を出願する際，甲に実施権（独占的実施権又は非独占的実施権）の許諾を求めることができる。当該実施権の許諾がなされる場合には，甲及び乙又は甲及びあらかじめ乙の指定する者は実施権に係る契約を締結し，乙又はあらかじめ乙の指定する者が実施した場合の実施料の支払等について定めなければならない。ここで，乙又はあらかじめ乙の指定する者が独占的実施権の設定期間中，当該知的財産権の出願等費用は，第２条第５項の規定にかかわらず，乙又はあらかじめ乙の指定する者の負担とする。

４　甲は，乙又はあらかじめ乙の指定する者から，前項に規定する実施権の設定期間の延長の申し出があった場合には，当該期間の延長を許諾する。この場合，延長する期間については，甲及び乙又は甲及びあらかじめ乙の指定する者が協議の上定めるものとする。なお，独占的実施権の設定期間を延長する場合は，当該延長の期間中，当該知的財産権の出願等費用は，第２条第５項の規定にかかわらず，乙又はあらかじめ乙の指定する者の負担とする。

（甲単独の知的財産権の第三者実施許諾）

第５条　甲は，乙又はあらかじめ乙の指定する者が，第４条第３項に規定する実施権（非独占的通常実施権を除く。）を許諾した第２年次以降において正当な理由なく実施しないときは，乙又はあらかじめ乙の指定する者の意見を聴取の上，第三者に対し当該知的財産権に実施権を許諾することができる。

（甲乙共有の知的財産権の持分の乙への譲渡・実施許諾）

第６条　乙又はあらかじめ乙の指定する者は，第２条第４項の規定による甲乙共有の知的財産権について，当該知的財産権を出願する際，甲に，甲の持分の譲渡を求めることができる。当該譲渡がなされる場合には，甲及び乙又は甲及びあらかじめ乙の指定する者は別に定める譲渡契約により，これを行う。　

２　甲は，前項に規定する譲渡契約の締結後においても，試験，研究又は教育のために当該知的財産権に係る発明等を無償で実施することができる。

３　乙又はあらかじめ乙の指定する者は，第２条第４項の規定による甲乙共有の知的財産権について，当該知的財産権を出願する際，甲に独占的実施権の許諾を求めることができる。当該実施権の許諾がなされる場合には，甲及び乙又は甲，乙及びあらかじめ乙の指定する者は実施権に係る契約を締結し，乙又はあらかじめ乙の指定する者が実施した場合の甲の持分に関する実施料の支払等について定めなければならない。ここで，乙又はあらかじめ乙の指定する者が独占的実施権の設定期間中，当該知的財産権の甲の持分に係る出願等費用は，第２条第５項の規定にかかわらず，乙又はあらかじめ乙の指定する者の負担とする。

４　甲は，乙又はあらかじめ乙の指定する者から，前項に規定する独占的実施権の設定期間の延長の申し出があった場合には，当該期間の延長を許諾する。この場合，延長する期間については，甲及び乙又は甲及びあらかじめ乙の指定する者が協議の上定めるものとし，当該延長の期間中，当該知的財産権の甲の持分に係る出願等費用は，第２条第５項の規定にかかわらず，乙又はあらかじめ乙の指定する者の負担とする。

（甲乙共有の知的財産権の持分の第三者譲渡・実施許諾）

第７条　甲又は乙は，第２条第４項の規定による甲乙共有の知的財産権の持分について，甲乙協議の上同意した第三者に限り譲渡することができる。当該譲渡がなされる場合には，甲及び乙は別に定める譲渡契約により，これを行う。

２　第２条第４項の規定による甲乙共有の知的財産権を出願する際，乙又はあらかじめ乙の指定する者が，第６条第１項に規定する譲渡又は，同第３項に規定する独占的実施権の許諾を甲に求めなかった場合，特段の事情がない限り，甲又は乙は，乙又は甲の同意なく，第三者へ当該知的財産権に通常実施権を許諾することができる。

３　甲は，乙又はあらかじめ乙の指定する者が，第６条第３項に規定する独占的実施権を許諾した第２年次以降において正当な理由なく実施しないときは，乙又はあらかじめ乙の指定する者の意見を聴取の上，第三者に対し当該知的財産権に実施権を許諾することができる。

（甲単独の知的財産権の乙による実施料支払）

第８条　乙又はあらかじめ乙の指定する者は，第２条第３項の規定による甲単独の知的財産権に係る発明等を実施しようとするときは，第４条第３項に定める実施料を甲に支払わなければならない。

（甲乙共有の知的財産権の乙による実施料支払）

第９条　乙又はあらかじめ乙の指定する者は，第２条第４項の規定による甲乙共有の知的財産権に係る発明等を実施しようとするときは，次に定める実施料を甲に支払わなければならない。

(1) 乙又はあらかじめ乙の指定する者が当該知的財産権に係る発明等を独占的に実施する場合：

当該実施期間における第６条第３項に定める実施料

(2) 乙又はあらかじめ乙の指定する者が当該知的財産権に係る発明等を非独占的に実施することにより，当該発明等が乙又はあらかじめ乙の指定する者に多大な経営的貢献をもたらした場合：甲と乙又は甲とあらかじめ乙の指定する者との協議により定める実施料

(3) 当該知的財産権に対する持分などにおいて，甲の発明貢献度が多大な場合：甲と乙又は甲とあらかじめ乙の指定する者との協議により定める実施料（前２号に該当する場合を除く。）

（甲乙共有の知的財産権の第三者による実施料支払）

第１０条　第２条第４項の規定による甲乙共有の知的財産権について，甲又は乙が第三者に実施権の許諾を行った場合は，そこで得られた対価から，その対価を得るのに必要となった費用を除いた金額を当該知的財産権の持分に応じて相手方に分配する。

（契約の有効期間）
第１１条　本覚書の有効期間は，本共同研究契約第３条に定める期間とする。
２　本覚書の失効後も，第２条から第１０条の規定は，当該条項に定める期間又は対象事項がすべて消滅するまで有効に存続する。

（契約の優位性）
第１２条　本覚書に定めのない事項について，本共同研究契約に基づく。 
　
　本契約の締結を証するため，本契約書２通を作成し，甲，乙それぞれ１通を保管するものとする。

　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　（甲）石川金沢市角間町ヌ７番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　国立大学法人金沢大学　　

学　長　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　（乙）　　
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